
＜様式第３７号＞ 個人情報ファイル簿（単票） 

 

個人情報ファイルの名称 授業料債権管理ファイル 

国立大学法人の名称 国立大学法人小樽商科大学 

個人情報ファイルが利用に供
される事務をつかさどる組織
の名称 

会計課経理係 

個人情報ファイルの利用目的 
授業料債権の管理，口座引落のための口座データ管理，授業料通

知用の連絡先管理に利用する 

記録項目 

１学生番号，２氏名，３氏名カナ，４所属，５現況区分，６年次，

７留学区分，８授業料請求額，９授業料異動額，１０授業料入金

額，１１入金日，１２納入期限，１３納入状態，１４請求番号，

１５免除区分，１６金融機関コード，１７支店コード，１８預金

種目，１９口座番号，２０口座名義人，２１口座名義人カナ，２

２振替区分，２３振替停止理由，２４取引金融機関，２５学生郵

便番号，２６学生住所，２７学生電話番号，２８連絡先区分，２

９連絡先氏名，３０連絡先氏名カナ，３１連絡先郵便番号，３２

連絡先住所，３３連絡先電話番号，３４異動区分，３５異動事由，

３６受付日，３７決済日，３８予定開始日，３９実績開始日，４

０実績終了日，４１異動月数，４２備考 

記録範囲 本学学生（２００６年度以降） 

記録情報の収集方法 

授業料情報については，納付事実による 

連絡先情報については，本学教務課からの情報及び本人からの変

更連絡による 

要配慮個人情報が含まれると
きは，その旨 

含まない 

記録情報の経常的提供先 ― 

開示請求等を受理する組織の
名称及び所在地 

(名 称) 国立大学法人小樽商科大学総務課 

(所在地) 〒047-8501 北海道小樽市緑３－５－２１ 

訂正及び利用停止に関する他
の法律又はこれに基づく命令
の規定による特別の手続等 

― 



個人情報ファイルの種別 

 ■法第２条第６項第１号 

 （電算処理ファイル） 
 □法第２条第６項第２号 

 （マニュアル処理ファイル） 令第７条３項に該当するファ

イル 

    □有 ■無 

独立行政法人等非識別加工情
報の提案の募集をする個人情
報ファイルである旨 

 

該当 

 

独立行政法人等非識別加工情
報の提案を受ける組織の名称
及び所在地 

(名 称)国立大学法人小樽商科大学総務課 

(所在地)〒047-8501 北海道小樽市緑３－５－２１ 

個人情報ファイルが第２条第
９項第２号ロに該当する場合
には，意見書の提出機会が与え
られる旨 

無 

独立行政法人等非識別加工情
報の概要 

― 

作成された独立行政法人等非
識別加工情報に関する提案を
受ける組織の名称及び所在地 

― 

作成された独立行政法人等非
識別加工情報に関する提案を
することができる期間 

― 

備   考  

 



（様式第３７号関係） 

 

個人情報ファイル簿（単票）の記載要領 

 

 「個人情報ファイル簿」（様式第３７号）については，以下のように記載するものとする。 

 

１ 個人情報ファイルの名称 

  当該ファイルが利用に供される事務が具体的に明らかになるような名称を記載する。 

  （例） ○○管理者ファイル，○○受給権者ファイル 等 

 

２ 国立大学法人の名称 

  当該ファイルを保有している国立大学法人（独立行政法人等の保有する個人情報の保護に関する法

律（平成１５年法律第５９号。以下「法」という。）第２条第１項に規定する独立行政法人等）の名

称を記載する。 

  （例） 国立大学法人○○大学 

 

３ 個人情報ファイルが利用に供される事務をつかさどる組織の名称 

  当該ファイルを利用する事務を所掌する課室等の名称を記載する。 

  （例） ○○局○○課○○室 

 

４ 個人情報ファイルの利用目的 

  当該ファイルがどのような事務に利用されるのか国民が具体的に認識できるよう，利用目的をでき

る限り特定して，分かりやすい表現で記載する。 

  （例） ○○審査事務における本人の資格審査のために利用する。 

 

５ 記録項目 

  当該ファイルに記録される項目を分かりやすい表現で具体的に記載する。ただし，法第１１条第３

項の規定により個人情報ファイル簿に不記載とするものは，別途通知する総務省行政管理局長通知（行

政機関の保有する個人情報ファイルの保有に関する事前通知等について）の様式第１号の「個人情報

ファイル簿に記載しない事項」欄中の「記録項目」欄に記載し，本欄には記載しない。 

  また，各記録項目に順に番号を付すとともに，各記録項目の間を「，」で区切る。 

 （例）１氏名，２住所，３性別，４免許番号，５発給額･･･ 

 

６ 記録範囲 

  保有個人情報の本人として当該ファイルに記録される個人の範囲を分かりやすい表現で具体的に記

載する。 

  保有個人情報の本人として記録される個人の種類が複数ある場合には，全てを列挙する。 

  （例） ○○申請書を提出した者（平成△△年度以降） 

 

７ 記録情報の収集方法 

  保有個人情報の収集の相手方及び手段を分かりやすい表現で記載する。ただし，法第１１条第３項

の規定により個人情報ファイル簿に不記載とするものは，前記５に記載した様式第１号の「個人情報

ファイル簿に記載しない事項」欄中の「記録情報の収集方法」欄に記載し，本欄には記載しない。 



８ 要配慮個人情報が含まれるときは，その旨 

記録情報に法第２条第４項の要配慮個人情報が含まれる場合には「含む」と記載し，含まない場合に

は「含まない」と記載する。 

 

９ 記録情報の経常的提供先 

  記録情報を経常的に提供する相手方の名称を記載する。ただし，法第１１条第３項の規定により個

人情報ファイル簿に不記載とするものは，前記５に記載した様式第１号の「個人情報ファイル簿に記

載しない事項」欄中の「記録情報の経常的提供先」欄に記載し，本欄には記載しない。 

 

10 開示等請求を受理する組織の名称及び所在地 

  開示請求，訂正請求及び利用停止請求を受理する課室等の名称及び所在地を記載する。複数ある場

合には列挙する。 

  (例) （名 称）国立大学法人小樽商科大学総務課 

     （所在地）〒047-8501 北海道小樽市緑３－５－２１ 

  ただし，個別の法令の規定により開示請求等ができることとされており，法第４章の適用を除外さ

れているものについては，「別途，個別法に基づき開示請求等ができますので，詳しくは，所管部署

にお問合せください。」と記載する。 

 

11 訂正及び利用停止に関する他の法律又はこれに基づく命令の規定による特別の手続等 

  訂正及び利用停止に関する他の法律又はこれに基づく命令の規定により特別の手続が定められてい

るときは，①該当する記録項目に付した番号及び②当該法令の条項（法令番号を含む。）を記載する。 

  （例） ２，４及び５の各記録項目の内容については，△△法（平成××年法律第○○号）第△条

第□号に基づき訂正請求ができる。 

 

12 個人情報ファイルの種別及び令第７条３項に該当するファイルの有無 

  個人情報ファイルの種別の欄は，該当する□にレ点を記入すること。 

  また，本票が法第２条第６項第１号に係るファイル（電算処理ファイル）である場合には，当該フ

ァイルの利用目的及び記録範囲の範囲内である同項第２号に係るファイル（マニュアル処理ファイル）

の有無について，該当する□にレ点を記入すること。 

 

13 独立行政法人等非識別加工情報の提案の募集をする個人情報ファイルである旨 

  法第２条第９項各号のいずれにも該当し，独立行政法人等非識別情報の提案募集の対象となる個人

情報ファイルについては「該当」と記載し，提案募集の対象とならない場合には「非該当」と記載す

る。 

 

14 独立行政法人等非識別加工情報の提案を受ける組織の名称及び所在地 

  13に「該当」と記載した場合には，独立行政法人等非識別加工情報の提案を受ける組織の名称及び

所在地を記載し，「非該当」と記載した場合には「－」を記載する。 

  (例) （名 称）○○省△△局××課 

     （所在地）〒100-89XX 東京都千代田区霞が関１－２－３ 

 

15 個人情報ファイルが第２条第９項第２号ロに該当する場合には，意見書の提出機会が与えられる旨 

  13に「該当」と記載した場合であって，独立行政法人等非識別加工情報の提案募集の対象となる個



人情報ファイルが，法第２条第９項第２号ロに該当する場合には「有」と記載し，同号に該当しない

場合には，「無」と記載する。13に「非該当」と記載した場合には「－」を記載する。 

 

16 独立行政法人等非識別加工情報の概要 

  提案に係る独立行政法人等非識別加工情報を作成した場合には，独立行政法人等非識別加工情報の

本人の数及び独立行政法人等非識別加工情報に含まれる情報の項目（記録項目及び情報の粒度（住所

であれば都道府県単位等））記載する。作成した独立行政法人等非識別加工情報がない場合は「－」

を記載する。 

 （例）本人の数：１万人，情報の項目：氏名（削除），住所（都道県単位に置換え），生年月日（生

年月に置換え），性別（男女の別）  

 

17 作成された独立行政法人等非識別加工情報に関する提案を受ける組織の名称及び所在地 

  16に独立行政法人等非識別加工情報の概要を記載した場合には，独立行政法人等非識別加工情報の

提案を受け付ける組織の名称及び所在地を記載する。作成した独立行政法人等非識別加工情報ない場

合は「－」を記載する。 

 (例) （名 称）○○省△△局××課 

    （所在地）〒100-89XX 東京都千代田区霞が関１－２－３ 

 

18 作成された独立行政法人等非識別加工情報に関する提案をすることができる期間 

16に独立行政法人等非識別加工情報の概要を記載した場合には，当該独立行政法人等非識別加工情

報に関する提案を受け付ける期間を記載する。作成した独立行政法人等非識別加工情報がない場合は

「－」を記載する。 

 

19 その他 

（１） 備考欄はその他参考となる事項を記載する。 

（２） ９及び11の事項並びに備考について，記載すべき内容がない場合は，「―」を記載する。 

（３） 用紙の大きさは，日本産業規格Ａ４とする。 

（４） 各欄に記入しきれないときは，本様式の例により適宜作成した書面に記載して，当該書面を添

付する。 

 

 


